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総事業費

実績 実績

実績 実績

千円

事務事業評価シート 事業種別 継続 補助 事業類型 Ⅵ 一般事務 １次評価のみ対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称

事業名 1169 住宅新築資金等貸付償還事務事業
会計 05 住宅新築資金等貸付特別会計

款 01 総務費

基本施策 39 部落差別の解消に向け、同和行政を推し進める
項 01 総務管理費

目 01 一般管理費

施　策 2 生活基盤の確立
細目 101 一般管理費

細々目 01 一般管理費

基 本 計 画 該 当 頁 151
担当部課

コード 70300 評価者
氏　名

前川　清 連絡先
22 - 9633

行革大綱の重点事項番号 名称 同和課 (内線) 2191

事業の計画・内容

事
業
目
的

対象等（何が、誰が） 成果（どうなるのか）

旧上野市における住宅新築資金等貸付者
　貸付金が償還される

（※対象件数 288 ）

開始年度 平成 昭４９ 年度 関連事業

終了

本
年
度
事
業
内
容

住宅新築資金等貸付制度要綱、住宅新築年度 平成 年度 根拠法令・要綱等

住宅新築資金等貸付者に対し、督促状等の発送による納入相談及び臨戸訪問償還指導を行
い、「支払わない人」「支払えない人」の状況把握を行った。

資金

状
況
変
化
等

等補助金交付要綱、住宅新築資金等貸付要綱

住宅新築資金等貸付金は、住環境整備等の同和対策事業を行ううえで重要な施策とし、個人の
持ち家の移転・改修時に資金の貸付を行った。滞納の理由として、元来、同和地区住民は不安定
な就労状況の中にあり収入の減少、また、償還期間が長期に亘ることから、借受人の死亡、行方
不明等、債務継承者がいない場合も存在している。

整備内容 事業実績

活動指標 単位
1 建設用地 実績値 目標値

2 建設面積（延床面積）

総貸付件数における償還完了率 ％

H17 H18 H19

74.97

H20

76.85
3 規模・構造 目標 ― 目標 73

納入相談件数 件

実績 70.29 実績 73.01

140 140
目標 ― 目標 120

運営体制

督促・催告件数 件

実績 109 実績 131

110 110
運営主体 目標 ― 目標 120
　委託先 （ ） 実績 128 実績 122

2 配置（予定）人員 人 目標 ― 目標

3
4 市内の類似施設
年間運営費 千円 実績 実績

目標 ― 目標

評価指標

事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位
実績値 目標値

H17 H18 H19 H20
目標 目標

実績 実績

目標 目標

評価
評価項目

必要性

ポイント 評価項目についてのコメント

有効性

達成度 3 滞納者に配達証明付き催告書を送付したことで償還相談件数が増加したが、生活困窮のため「支払えない人」もいる。こうしたことから、分納による支払い者も増えてきている。

効率性 4 最小限のコストで実施しているので、削減の余地がない。

総合評価 事業の方向性 改善についての取り組み

変更
償還金の奨励を行い、行政が果たすべき公平性の確保を図ることができ、地域改善事業に対する住民の理解を得るため、取り組みを継続していく。また、本庁、支所の
業務を一本化する必要がある。

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７年度 決算内容 平成１８年度 決算内容 平成１９年度 計画内容 平成２０年度 計画内容
事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額 事 業 内 容 数量 単位 金  額

委託
　 (千円) 　 (千円) 　 (千円) 　 (千円)

旅費 197 旅費 32 旅費 117 旅費 117
需用費 918 需用費 345 需用費 609 需用費 609

工事
役務費 150 役務費 138 役務費 297 役務費 297
電算業務委託料 144 電算業務委託料 144 電算業務委託料 144 電算業務委託料 144
弁護士委託料 300 弁護士委託料 300 弁護士委託料 300 弁護士委託料 300
電算機借上料 458 電算機借上料 363 その他 772 その他 772
その他 742 システム開発料 105 　 　

その他 852
進捗率
(％) 事業費計(A) 　 Σ 2,909 事業費計(A) 　 Σ 2,279 事業費計(A) 　 Σ 2,239 事業費計(A) 　 Σ 2,239

事業投入人員 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200 人件費（Ｂ） 1.0 人 7,200

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 10,109 9,479 9,439 9,439

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 2,909 2,279 2,239 2,239

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金 1,812 1,570 1,679 1,679
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 1,097 709 560 560
計 2,909 2,279 2,239 2,239

備
考

特定財源の名称・補助基本額・率
地方債の区分と充当率等

民間委託等指定管理直営
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